
令和４年度公共事業再評価調書 担当課名　 港湾整備課

20

- 工事着手年度 20

(1)事業目的

(2)事業内容

物揚場(-3.0m) 全体延長820ｍ（(Ⅰ)375m、(Ⅱ)145m、(Ⅲ)300m）

防波堤 全体延長400ｍ（(Ⅰ)300m、(Ⅱ)50m、(波除)50m）、埠頭用地造成　面積53,000m2

(1)事業を巡る社会経済情勢等の変化

(2)事業の投資効果

　　B/C=1.1

　・総便益（B)　109.6億円（現在価値換算)

　　漁船の業務コスト削減便益、荒天時避難移動便益、

　　プレジャーボートの移動コスト削減便益　80.5億円

　　交流機会の増加便益　27.1億円

　　土地の残存価値　2.1億円

　・総費用（C)　96.9億円（現在価値換算)

　　建設費　95.8億円

　　維持管理費　1.1億円

(3)事業の進捗状況

　事業費ベース： 71% 5,913百万円／8,363百万円

　事業量ベース： 防波堤(Ⅰ)　96%、物揚場(Ⅱ)　78%

評価

評価

(1)対応方針（案）

本事業を（　継続　・　見直し後継続　・　中止　）する。

(2)理由
・本事業は、新たに小型船溜りを整備し、興津地区、袖師地区の小型船を集約することに
よって大型船との輻輳を解消する事業である。近年、貨物船の大型化が進み、今後もさら
なる船舶の大型化が予想されることから、大型船と小型船の船舶輻輳の解消が求められて
いる。地元も事業に協力的であり、今後の事業進捗が見込めることから、事業を継続す
る。

対応方針
(案)

【視点２】

今　後　の

事業の進捗

の見込み

継続が妥当　・　視点３による見直し後継続が妥当　・　継続は妥当ではない

【視点３】
新たなコスト
縮減・代替案

立案等
の可能性

事　　業

概　　要

【視点１】

事　業　の

必　要　性

継続が妥当　・　視点３による見直し後継続が妥当　・　継続は妥当ではない

・清水港の開発整備の過程で点在することとなった小型船溜りの移転集約により、港内水
域利用の安全性を確保するとともに、大型船との航路輻輳による小型船の待避時間を短縮
することにより利便性の向上を図る。
・一連計画の中で整備している親水緑地や旧東海道（興津宿）、清見寺を訪れる観光客を
取りこむ交流の場を創出するとともに、清水港内の海上交通ネットワークのアクセスポイ
ントを設け地域振興の核となる観光交流拠点を整備する。
・漁業者・漁協と加工業者等の連携による地産地消を進める水産物の直売など、生活基盤
の安定につながる水産業の6次産業化を促進する基盤整備を行う。

・新興津国際海上コンテナターミナルの延深事業が令和７年度完成に向けて進んでおり、
これに合わせて小型船と大型船の輻輳回避に向けた早急な対応が必要である。
・現在、整備中の新興津国際海上コンテナターミナル関連事業と隣接する親水緑地事業と
の一体的な整備による効果的な事業推進が必要である。

・本事業は、静岡市と連携して整備を進めている観光交流拠点として地域の活性化に欠か
せないものである。また、地元住民や漁業者からは早期の事業進捗の要望があり、事業に
協力的であることから今後も事業は順調に進捗する見込みである。

（コスト縮減について）
・国直轄工事の浚渫土砂や、他の公共工事からの発生土を物揚場背後の用地造成に活用し
て効率的な整備を行うことによりコスト縮減に努める。
・防波堤整備及び土地造成事業により不要となる国道護岸の消波ブロックを防波堤の消波
工へ転用して有効活用を図り、コスト縮減に努める。

R4年度見込 計

8,363 5,013 460 440 5,913

用地着手年度

再評価理由※ 社会経済情勢の急激な変化等により再評価を実施する必要が生じた事業（全体事業費の増加）

平成 年度 平成 年度

全体事業費
百万円 投資状況

（百万円）

～R2年度 R3年度実績

箇　所　名 清水港 関係市町村 静岡市

事業採択年度 計画期間 平成20年度　～　令和７年度平成 年度

資料2(様式１)

番号 27

事　業　名 港湾整備事業（小型船溜り整備事業） 事業主体 静　岡　県



清水港　新興津地区小型船だまり整備事業

　（｢港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル｣　H29.3　国土交通省港湾局）

１．分析設定

　・供用年数　　　　　５０年

　・社会的割引率　　　４％

　・費用対効果分析の基本的な考え方

「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル　平成29年3月」

２．分析結果

　総括表

「漁船の業務コスト削減便益と荒天時の避難移動コスト削減便益」

「プレジャーボートの移動コスト削減便益」

「港湾来訪者の交流機会の増加」

「土地の残存価値」

総費用Ｃ ［建設費］　＋　［評価期間内に必要な管理運営費］ 96.9億円

Ｂ／Ｃ 1.1

※「漁船の業務コスト削減便益、漁船の避難移動コスト削減便益、

　　プレジャーボートの移動コスト削減便益」：漁船の業務コスト

　(運航費、人件費)削減効果による便益+プレジャーボートの移動コスト削減効果による便益

※「港湾来訪者の交流機会の増加」：利用客のアクセス経費(トラベルコスト)

※「土地の残存価値」：用地の残存価値(終了時点で売却すると仮定した際の売却額)

　総便益

　・「土地の残存価値」＝∑残存価値／(1+0.04)n　＝　2.1億円

　総費用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　プレジャーボートの移動コスト削減便益」　＝

費用対効果の算出説明書

総便益Ｂ 109.6億円

年平均便益を社会的割引率4%、評価対象期間50年とし、現在価値化する。

　・「漁船の業務コスト削減便益と荒天時避難移動コスト削減便益、

　　Σ年平均コスト削減額／(1+0.04)n 　＝　　80.5億円

　・「港湾来訪者の交流機会の増加」＝Σ(1人当りの消費者余剰×利用者数)／(1+0.04)n ＝27.1億円

便益計　＝　「漁船の業務コスト削減便益と荒天時避難移動コスト削減便益、プレジャーボートの移動コ
スト削減便益」 　＋　「港湾来訪者の交流機会の増加」　＋　「土地の残存価値」　＝　109.6億円

建設費：95.8億円、管理運営費：1.1億円(評価対象期間：50年)

費用計　＝　Σ年間建設費／(1+0.04)
n
　＋　Σ年間管理運営費／(1+0.04)

n

　　　　　 ＝　96.9億円



清水港

１．事業箇所 位置図

清水港 港湾整備事業（小型船溜り整備事業）

交通基盤部 港湾局 港湾整備課

・全国製造品出荷額等全国３位
静岡県の経済を支える国内外の物流拠点

２．事業概要 （1）事業目的

国際海上コンテナターミナル

親水緑地事業（整備中）

清見寺

JR興津駅

小型船溜り整備事業
（今回対象事業）

旧東海道

清水港の港湾計画
・物流の再編・強化

清水港の課題
・水産業の共存･活性化
・地域の活性化

事業名 ：港湾整備事業（小型船溜り整備事業）
事業主体 ：静岡県・静岡市
事業期間 ：平成20年度～令和７年度
全体事業費：8,363百万円

本事業の目的
・小型船溜りの移転集約
港内の安全性・利便性向上

・観光交流拠点の整備
・水産業の６次産業化を促進する
基盤整備
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整備計画
・物揚場 全体延長820m
・船揚場 全体延長 45m
・防波堤 全体延長400ｍ
・埠頭用地造成53,000m2

防波堤（Ⅱ）
L=50m

防波堤（Ⅰ）
L=300m

防波堤（波除）
L=50m

物揚場（-3.0m）（Ⅰ）
L=375m

物揚場（-3.0m）（Ⅱ）
L=145m

埠頭用地造成
A=53,000m2

凡例
：整備済み箇所
（令和３年度末）

物揚場（-3.0m）（Ⅲ）
L=300m

＜現在の整備状況＞

海釣施設（別事業）
Ｎ=1基

船揚場
L=45m

静岡市提案事業

• 海上アクセス社会実験

全体事業費

・8,363百万円(+2,321百万円)

計画期間

・平成20年度～令和7年度(+2年)

２．事業概要 （2）事業内容
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物揚場（漁船休憩用）
③L=120m

物揚場（漁船準備用）
②L=40m

＜現在の整備状況＞

船揚場
⑧L=45m

物揚場（漁船水揚用）
①L=180m

物揚場（漁船準備用）
②L=60m

物揚場（海上バス発着所）
⑦L=15m

物揚場（漁船準備用）
④L=55m

物揚場（漁船水揚用）
④L=70m

物揚場（PB用）
⑤L=135m

⑥物揚場（PB用）
L=70m

施設 用途

対象
隻数

所要
延長

（隻） (m)

物揚場

①漁船水揚用 70 180

②漁船準備用 70 100

③漁船休憩用 26 120

④漁船水揚・準備用
補助

－ 125

⑤プレジャーボート
（常時係留）

30 135

⑥プレジャーボート
（ビジター）

6 70

⑦海上バス発着場 15

取合 － 75

小計 － 820

船揚場 ⑧船揚場 2～3 45

合計 － 865

２．事業概要 （2）事業内容



３．事業の必要性

・新興津国際海上コンテナターミナル第2バース
の供用開始により増加する大型船と小型船との
航路輻輳を早急に解消する必要がある。

・全面供用開始している新興津国際海上コンテ
ナターミナルや親水緑地との一体的な整備によ
る効果的な事業推進を図る。

（1）事業を巡る社会情勢等の変化

３．事業の必要性 （2）事業の投資効果

① 漁船の業務コスト削減便益、
荒天時避難移動コスト削減便益、

プレジャーボートの移動コスト削減便益
移動距離短縮と作業性向上

年平均コスト削減額×隻数

② 交流機会の増加便益
交流厚生用地への来訪者の増加

消費者余剰×利用者数

③土地の残存価値
交流厚生用地と埠頭用地の価値

「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル（改訂版）H29.3月 国土交通省」

移動時間、作業時間の
削減コストを算出

消費者余剰を算出

供用終了時点の
土地売却額を算出



①漁船の業務コスト削減便益とプレジャーボートの移動コスト削減便益
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港外の活動エリアへ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

漁場へ 

富士見地区 

興津地区

袖師地区
江尻地区

折戸地区

三保地区

新興津地区 

日の出地区 

往復 12km 

港外の活動エリアへ 

現状：既設の船溜りを利用

：プレジャーボート航路

：漁船航路

整備後：新興津船溜りに小型船を集約整備後：新興津船溜りに小型船を集約

：プレジャーボート航路

：漁船航路

新興津船溜り（本事業）
漁船：水揚 ７０隻（休憩 ２６隻）
プレジャーボート： ３０隻

往復 ５km/隻
（プレジャーボート：７kmの短縮）

平均往復 ４ｋｍ/隻
（漁船：１０kmの短縮）

平均往復 １４km/隻

暫定係留施設に係留しているプレジャーボート：３０隻

漁船：水揚 ０隻
（休憩 ４４隻）

漁船：水揚 ３１隻（休憩 ７隻）

漁船：水揚１０１隻（休憩 ７隻）

漁船：水揚 ０隻（休憩 ２３隻）

漁船：水揚 ０隻
（休憩 ２４隻）

漁船：水揚 ０隻
（休憩 ２４隻）

漁船：水揚 ０隻
（休憩 ４７隻）

往復 １２km/隻

①漁船の荒天時避難移動便益

現状：既設の船溜りを利用
既設の船溜りに避難

整備後：新興津船溜りに小型船を集約
荒天時には小型船が避難

新興津船溜り（本事業）
漁船：水揚 ７０隻（休憩 ２６隻）
プレジャーボート： ３０隻

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

0 1km 

清水港小型船の係留（without 時） 

漁場 富士見地区 

興津地区

袖師地区
江尻地区

折戸地区

三保地区

新興津地区 

日の出地区 

避難対象漁船   ：  96 隻 

江尻船溜り（既設）  

係留避難：７隻 

陸揚避難：９６隻 

袖師第二船溜り（既設）  

係留避難：４７隻 

N 

興津・袖師第一船溜り（既設）  

係留避難：２３隻 

6.8km 

4.6km 

3.0km 

 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

清水港小型船の係留（with 時） 

巴
川

庵原川

N 

愛染川

中田川

江尻船溜り（既設） 計７隻 

係留避難：７隻 

陸揚避難：２６隻 

漁場 

新興津小型船溜り（計画） 

係留避難：２６隻 

陸揚避難：７０隻 

興津地区

袖師地区
江尻地区

折戸地区

三保地区

新興津地区

日の出地区 

避難対象漁船 ：  96 隻 

袖師第二船溜り（既設） 計４４隻 

係留避難：４４隻 

陸揚避難： ０隻 

2.0km 
6.8km 



清水港まぐろ祭りの来場者を
対象にTCMアンケートを実施

配布数：900
回収数：609（回収率67%）
有効回答数：604（有効回答率99%）

②交流機会の増加便益

消費者余剰（ＴＣＭ）
5,521円/人

利用者需要推計
25,720人/年

年間の交流機会
増加便益 1.4億円

ＴＣＭ法（旅行費用法）：人々から費やす旅行費用を人々の支払い意思額を反映しているものと仮定し

消費者余剰を計測する考え方 「港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル(平成29年3月)」

支払意志額
5,521円/人

マグロ祭りの状況（メイン会場）

メイン会場

市場会場

３．事業の必要性

（2）事業の投資効果

○総費用（Ｃ) 96.9億円 (前回63.4億円）

建 設 費 95.8億円 （前回62.4億円）
維持管理費 1.1億円 （前回 1.0億円）

費用対効果（B/C) 1.13 （前回1.15）

①漁船の業務コスト削減便益、荒天時避難移動コスト削減便益、
プレジャーボートの移動コスト削減便益 80.5億円（前回46.2億円）
②交流機会の増加便益 27.1億円 （前回25.0億円）
③土地の残存価値 2.1億円 （前回1.9億円）

○総便益（Ｂ) 109.6億円 (前回73.1億円）



（３）事業の進捗状況

３．事業の必要性

・事業費ベース：71％(令和４年度末見込み）
・防波堤（Ⅰ）延長300m 令和７年度完了予定
・物揚場（Ⅱ）延長145m 令和７年度完了予定
・物揚場（Ⅰ）延長195m 令和６年度完了予定

＜現在の整備状況＞

＜ケーソン据付（曳航）状況＞

・地域住民や漁業関係者の期待も大きい
・事業に協力的
以上から、事業は順調に進捗する見込み

４．今後の事業の進捗の見込み

５．新たなコスト縮減・代替案等の可能性

・他工事からの浚渫土砂や、発生土を物揚場
背後の用地造成に活用して効率的な整備を行う。
・防波堤整備により不要となる消波ブロックを転用
し、処分コストの縮減を図る。



本事業は、
・船舶の安全性・利便性の向上
・地域の活性化
・国際海上コンテナターミナルや親水緑地と

いった他事業との一体的な整備の観点

以上から、事業効果が大きい。

６．対応方針(案)

本事業を継続し、早期完成を図る


